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(1) 無機被覆 
① モルタル被覆 
② コンクリート被覆 
③ 電着被覆 

(2) 金属被覆 
① 金属溶射（アルミニウム等） 
② 耐食性金属被覆（チタン、ステンレス等） 
③ 鋼板被覆 

(3) 塗装 
① 無機型ジンクリッチペイント＋エポキシ樹脂塗料 
② 無機型ジンクリッチペイント＋タールエポキシ樹脂塗料 
③ ガラスフレーク入り塗料 

(4) 有機被覆 
① ポリエチレン被覆 
② ウレタンエストラマー被覆 
③ 超厚膜形被覆 
④ 水中硬化型被覆 
⑤ 防食テープ被覆 
⑥ FRP被覆 
⑦ ゴム被覆 

(5) ペトロラタム被覆 
 
なお、照査にあたっては、構造物の設置環境に応じて、適切な調査・研究成果や資料 15)-18)等を参考

にして行うことができる。 
 
2.5.4 電気防食工法 

電気防食は、通電方式によって流電陽極方式と外部電源方式とに分けられる。 
流電陽極方式はアルミニウム（Al）、マグネシウム（Mg）、亜鉛（Zn）等の陽極を鋼構造物に接続

し、両金属間の電位差で発生する電流を防食電流として利用する方法である。一般的に、アルミニウ

ム（Al）が用いられている。また、主としてメンテナンスが容易なことから、電気防食としてはほと

んどが流電陽極方式が用いられている。 
外部電源方式は、外部の電極（正極）と鋼構造物（負極）とを直流電源に接続し、電流を流すこと

によって、外部の電極から鋼構造物に向かって防食電流を流入させる方式で、電流を流す電極として

は海水中では鉛銀合金電極が多く使用される。外部電源方式では出力電圧を自由に調節できるので、

高流速や河川水混入等で変化の激しい特殊な環境に対応できる。 
なお、電気防食の照査にあたっては、構造物の設置環境に応じて、適合する基準、調査・研究成果

や資料 15)-19)等を参考にして行うことができる。 
 
2.5.5 腐食代付与による方法 

腐食代による防食方法とは、鋼材の腐食を抑えずに強度上必要な肉厚に腐食代として余剰肉厚を加
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算するものである。水面下にある漁場の施設の防食については、維持補修の難しさを考慮し、原則と

して腐食代付与による方法とするのがよい。また、構造物の背面土中部は、海側に比較して通常腐食

速度が小さいことや、極端な集中腐食を生じないこと等から、腐食代付与による方法を原則とする。

ただし、裏込め土に廃棄物などを使用し、腐食性が強いと推察される場合は、事前に調査を行い適切

な防食を講じるのが望ましい 20)。 
鋼材の平均腐食速度は表 3-2-12 の値を標準とする。ただし、捨石マウンドに覆われる部分や、砂に

よる摩耗等、特別な条件を考慮する必要がある場合は、近傍の実例を調査するなどして定めることが

できる。 
腐食代は一般に｛平均腐食速度（mm／年）｝×｛防食期間（年）｝で算出される。 
 

表3-2-12 鋼材の平均腐食速度（片面） 

 

なお、寺島ら 21)は水深 50m前後に設置した鋼製魚礁に係る腐食速度の経年変化を示しており参考に

することができる。 
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第 4 章  その他の材料 

4.1 瀝青材料 

4.1.1 アスファルトマット 

アスファルトマットは、使用目的、施工箇所、施工条件等を考慮して、必要な強度、自重、たわみ

性等が得られるよう適切に定めることを原則とする。 
漁港におけるアスファルトマットは、主に摩擦増大用、洗掘防止用、吸出防止用として用いられる

ことが多い。アスファルトマットの適用にあたっては、使用目的や使用環境等に合わせて、品質、長

期耐久性、施工性等を十分に検討することが望ましい。 
(1) 材料 

① アスファルト 
JIS K 2207 石油アスファルトの規定に適合したストレートアスファルトの 40～60、60～80、

80～100 若しくはブローンアスファルトの 10～20、20～30、30～40 のいずれか、又はこれらを

混合したものを用いることができる。アスファルトマットでは、一般にストレートアスファルト

とブローンアスファルトを、所要の性状が得られるように混合して使用され、この場合のアス

ファルトの針入度は、ストレートアスファルトが 40～100、ブローンアスファルトが 10～40の範

囲で用いるのがよい。 
② 砂 
ごみ、泥、有機物等の有害物を含まない清浄な砂を用いるものとし、最大粒径は2.5mmとする

ことができる。 
③ フィラー 

JIS A 5008舗装用石灰石粉の規定に適合したものを用いることが望ましい。 
④ 砕石 

JIS A 5001道路用砕石の規定に適合するものを用いるものとし、粒径は2.5～20mmとすること

ができる。また、砕石は合材の粗骨材であって、アスファルトマットの強度に重要な影響を与え

るので、十分良質のものであることが望ましい。砕石の最大粒径は、施工上からマットの厚さの

1/6以下とするのが望ましいが、摩擦抵抗増大用のマットには大きな圧力が作用するので、これよ

り大きい粒径のものが用いられることが多い。 
⑤ 補強材 

アスファルトマットの補強材として、一般にガラス繊維を目の間隔 1～4cm でネット状に編み、

アスファルト又は樹脂で処理したガラス繊維テープ網やガラス繊維ネット等が用いられている。 
 
(2) 混成堤マウンドの洗掘防止用のアスファルトマットは、被覆材の重量に対し十分な強度を有する

ことが望ましい。 
 
(3) 洗掘防止用のアスファルトマットはできるだけ目地を少なくすることが望ましいので、その寸法

は施工方法、施工設備の許す範囲内で大きいものがよい。 
 
(4) アスファルトマットの厚さは、その用途並びに要求される強さ及びたわみ性を考慮して決定する

ことが望ましい。 
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4.1.2 舗装用瀝青材料 

舗装用瀝青材料は、使用目的、施工箇所、施工条件を考慮して、適切な配合を選定することを原則

とする。また、舗装用瀝青材料については、舗装施工便覧 1)等を参考にして、適切な材料を選定する

ことが望ましい。 
 

4.2 石材 

4.2.1 石材の基本 

石材は、その使用目的に必要な強度、比重、耐久性等を有するとともに、工期、工費及び需給関係

を考慮して、適切なものを選定することを原則とする。 
一般に、石材は防波堤、係船岸等の構造物に多量に用いられる材料である。石材の選定は、構造物

の安定性及び工費に大きな影響を与えるので、十分に配慮するのが望ましい。 
 

4.2.2 捨石及び被覆石 

捨石及び被覆石は扁平細長でなく堅硬、緻密で耐久性があり、風化凍壊のおそれのないものとする

ことを原則とする。 
 

4.2.3 裏込材 

裏込材は、適切な強度、耐久性及び比重を有しているものを選定することを原則とする。 
 

(1) 裏込材の選定にあたっては、内部摩擦角が大きくかつ比重の小さいものが望ましい。 
(2) 一般に裏込材には、割石、切込砂利、玉石等が用いられる。 
(3) 裏込材の内部摩擦角及び単位体積重量は、土質試験によって決定するのが望ましいが、それ

によらない場合は、便宜的に表 3-4-1の値を参照してもよい。 
 

表3-4-1 裏込材の標準値 

 内部摩擦角（°） 

単位体積重量 

残留水位上 

（kN/㎥） 

残留水位下 

（kN/㎥） 

割石 

一般のもの 

もろい材質のもの 

 

40 

35 

 

18 

16 

 

10 

9 

玉石 35 18 10 

きれいな砂または砂利 35 18 10 

切込砂利(注) 30 18 10 

(注) 切込砂利とは選別されていない砂利で，砂と砂利が半々くらい混じっている

ものをいう。 

 
4.2.4 路盤材料 

路盤材料は所定の支持力が得られるものであって、締固めが容易で耐久性に富むものとすることを

原則とする。 
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(1) 路盤は上部から伝達される載荷重を分散して、路床に伝える役割を果たすものである。通常下層

路盤と上層路盤に分けられる。 
下層路盤：比較的支持力が小さく安価な材料を用いるのがよい。 
上層路盤：支持力の大きい良質材料を用いるのがよい。 

(2) 路盤としての所要支持力及び使用材料については、舗装設計施工指針 2)等により選定することが

できる。 
 

4.3 再生資源 

再生資源は、材料の特性及び構造物の特性に応じて適切なものを使用することを原則とする。 
再生資源は、産業活動等によって生じる副産物のうち、再生利用できるものであり、漁港・漁場の

施設に使用される再生資源としては、カキ殻、ホタテ貝殻、コンクリート塊、しゅんせつ土、スラグ、

石炭灰等がある。 
再生資源は、その物理的・化学的性質、供給量等を十分に調査のうえ使用することが望ましい。な

お、漁港・漁場の施設整備において再生資源を使用する際に関係する法律として、「資源の有効な利用

の促進に関する法律（平成 3年法律第 48号）」、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律

第137号）」、「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律（昭和45年法律第136号）」等があり、再生

資源の取り扱いについては十分留意するものとする。 
また、再生資源利用の際の照査等は、港湾・空港等整備におけるリサイクル技術指針 3)を参考にす

ることができる。FRP 漁船を魚礁として利用する場合には、FRP 沈船魚礁化ガイドライン 4)を参考に

することができる。 
 

4.3.1 カキ殻及びホタテ貝殻 

水産系副産物であるカキ殻やホタテ貝殻は、品質の安定、悪臭や海洋汚染の回避の観点から、天日

干し、加熱処理等により付着物を除去したうえで使用するのが望ましい。 
利用方法としては、原形のまま餌料培養基質として増殖礁の構成材料等に使用されるほか、粉砕後、

埋立材、骨材等として使用されている。 
照査にあたっては、適合する基準、調査・研究成果や資料 5)-12)等を参考にして行うことができる。 
 

4.3.2 コンクリート塊 

コンクリート塊は、大型ブレーカーや破砕機で小割りにし、破砕した後、路床・路盤材、漁港の施

設の基礎材・裏込材・中詰材、道路や用地の凍上抑制層、用地の埋立材で使用されている。なお、粒

度分布を整えるために細粒分を補う場合がある。また、漁場への利用については、漁場施設への災害

廃棄物等再生利用の手引き 13)を参考にすることができる。 
 

4.3.3 しゅんせつ土 

埋立用土砂に使う際は、しゅんせつ土の粒度が粘土分に富むことを確認したうえで、固化材や軽量

化材を添加して練り混ぜ、裏埋土や埋立用盛土材として使用することが望ましい。ケーソンの中詰材

とする場合は、比重試験により所要の比重があるか確認して使用することが望ましい。 
なお、しゅんせつ土の有効活用については、カルシア改質技術 14)等民間企業等の最新の知見を参考

にしてもよい。 
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4.3.4 スラグ 

必要によりエージング（出荷前に化学変化を進行させてスラグを安定なものにする処理）を行った

後に使用されることが望ましい。消波ブロックのコンクリート材料としては、蒸気エージング（水蒸

気をあてることで水和反応による膨張を進行させる処理）を行い、石炭灰とともに使用されることが

望ましい。また、ケーソン中詰材や、海上 SCP（サンドコンパクションパイル工法）、舗装用材にも

使用されている。 
 

4.4 FRP 

FRP の工学的特性値は、信頼性を十分考慮したうえで、同様の使用材料や成形加工法における試験

値を用いることを原則とする。 
FRP（Fiber Reinforced Plastics、（繊維）強化プラスチック）は軽量性、耐食性、成形性に優れた構

造材料であるが、主要素材である熱硬化性樹脂、繊維強化材と硬化剤、促進剤、成形添加剤などの組

み合わせ並びに成形加工法により、その工学的特性値は著しく異なる。そこで、FRP の工学的特性値

は、信頼できる試験研究機関において試験された数値を用いることが望ましい。なお、構造材料に使

用される FRP の安全率は 3 とすることができる。表 3-4-2 に代表的な成形法とガラス補強材の組み合

わせによる工学的特性値の例を示す。製品によってはこれ以外の成形法を用いるものも多数ある。ま

た、製品によってはガラス含量が大きく異なる場合がある。 
 

表3-4-2 FRPの成形法と工学的特性値の例15） 

成 形 法 ハンドレイアップ

スプレーアップ 

ハンドレイアップ プルトリュー

ジョン 

プルトリュー

ジョン 

FW 

 単位 

ガラス補強材  チョップドスト

ランドマット 

ガラスマット・

ロービングクロス

積層品 

ロービング・

マット 

ロービング ロービング 

ガラス含量 (重量％) 30 40～45 45～75 55～85 65～70 

比重  1.4 1.5～1.6 1.7～2.0 1.8～2.2 1.8～2.0 

引張強度 MPa(106N/㎡) 80～120 150～200 200～550 500～900 300～450 

曲げ強度 MPa(106N/㎡) 120～180 200～250 200～700 590～900 300～450 

曲げ弾性率 GPa(109N/㎡) 7～9 9～12 10～25 20～35 20～30 

圧縮強度 MPa(106N/㎡) 120～170 100～200 150～500 250～500 200～400 

 
4.5 木材 

木材は、使用目的、施工箇所等を考慮して、必要な強度、機能が得られるよう適切に選定すること

が望ましい。また、木材利用の利点として、軽く取扱が容易であり利用し易いこと、周りの環境と調

和し景観に配慮した施設となること、持続的な地域資源でありその利用は地域活性化・循環型社会の

形成につながること等があげられる。 
木材の強度の特定値や部材としての耐力については、日本建築学会木質構造設計基準・同解説：許

容応力度・許容耐力設計法 16)や木質構造限界状態設計指針（案）・同解説 17)に基づいて行うことができ

る。 
木材の劣化要因は使用環境によって以下のように異なる 18)。 
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(1) 海水と常時接触する環境では、海虫が主な劣化要因となる。 
(2) 海水からの干出が生じる干満帯（潮間帯）では、海虫、風化、波浪作用が主な劣化要因とな

る。 
(3) 海水の飛沫を受ける環境（飛沫帯）では、風化が主な劣化要因となる。 
(4) 海底の土中では、一般に劣化を考慮しなくて良い。 

 
海虫については、フナクイムシやキクイムシの食害が大きな問題となる。 
木材の利用にあたっては、劣化状況を考慮し、適切な木材の点検・診断 19)を行うとともに、部材の

交換・補修補強等を行うのが望ましい。劣化対策として高耐久材の利用、木材保存剤や樹脂処理・熱

処理や塗装及び被覆処理による木材の処理 18)等がある。 
また、海中での木材は、海洋生物の餌料生産及び魚類蝟集において優れていることから、魚礁や増

殖場の造成に機能部材として利用されており、その照査にあたっては、魚礁への間伐材利用の手引

き 20)を参考にすることができる。 
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水路の形式 水路の状況 n の範囲 n の標準値

カ ル バ ー ト

ライニングした

水 路

ライニングなし

水 路

自 然 水 路

場所打ちコンクリート

コンクリート管

コルゲートメタル管（1 形）

（2 形）

（ペービングあり）

塩化ビニール管

コンクリート二次製品

鋼、塗装なし、平滑

モルタル

木、かんな仕上げ

コンクリート、コテ仕上げ

コンクリート、底面砂利

石積み、モルタル目地

空石積み

アスファルト、平滑

土、直線、等断面水路

土、直線水路、雑草あり

砂利、直線水路

岩盤直線水路

整正断面水路

非常に不整正な断面、雑草、立木多し

0.011～0.014
0.011～0.015
0.012～0.018
0.011～0.015
0.015～0.020
0.017～0.030
0.023～0.035
0.013
0.016～0.025
0.022～0.033
0.022～0.030
0.025～0.040
0.025～0.033
0.075～0.150

0.015
0.013
0.024
0.033
0.012
0.010
0.013
0.012
0.013
0.015
0.015
0.017
0.025
0.032
0.013
0.022
0.027
0.025
0.035
0.030
0.100
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